
はじめに

　「興味はあるけど、何から手をつけたらよいかわからない」
　「〇〇社と連携できないか？と言われても……」
　「話がうまくまとまらずに流れてしまった」
　「そもそも予算がない中でできることってあるの？」

　地域課題の解決や公共サービスの向上・創出につなげる１つの手法と
して、官民連携が一般的になりつつあります。一方で、実際に取り組も
うとしたとき、このような悩みや疑問を抱いた経験はありませんか？
　官民連携について研修やセミナーで学ぼうとしても、事例紹介を中心
とする内容が多く、具体的な企画立案から施策化までの実務を体系的に
学ぶことができるものはほとんど行われていません。
　そのため、手探りでチャレンジしてみるものの、うまくスタートを切
れない。あるいは、関係者の話し合いがストップしていつの間にかフェー
ドアウト。さらには、連携協定締結には至ったけど、具体的なアクショ
ン・アウトプットにつながらない―。
　いずれも「官民連携あるある」ではないでしょうか。
　私も「官民連携あるある」に陥りそうになることが幾度となくありまし
た。私のキャリアを振り返ると、新卒で神戸市に入庁し、生活保護のケー
スワーカーを２年、人事給与の制度担当を６年経験し、係長昇任ととも
に当時の新規ポストに配属されました。そのポストのミッションは、
ICTを活用した官民連携による課題解決。正直何をするのかまったくイ
メージが湧きませんでした。
　しかし、手探りながらも様々なことにチャレンジしていくうちに、小
さな成功・失敗の積み重ねとともにノウハウも少しずつ蓄積されていき
ました。官民連携に取り組み始めて約７年。そのノウハウを磨き上げな
がら実践するうちに、気づけばともに連携事業を立ち上げた民間企業は
17社を数えるまでになりました。
　本書では、感覚的にやってきたことも含めて、そのノウハウのエッセ
ンスをわかりやすく皆さんにお伝えするため、できるかぎり言語化・体
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系化しました。本書の具体的な特長は以下の３点です。

特長❶　現役公務員が官民連携の実務を解説
　自らの体験・実践をもとに、まず何から始め、日頃はどのようなこと
を心がけ、行動してきたのかを振り返り、取り組んできた事例の背景を
紐解きながら詳解しています。このように公務員の目線から、官民連携
の実務を解説した書籍は他にないと思います。

特長❷　官民連携を前例・予算の有無で類型化
　「官民連携」と一口に言っても様々なパターンが存在します。まずはど
のようなパターンから取り組んでいくのがよいのか。前例・予算の有無
による類型化のもと、その類型ごとのアプローチを解説しています。

特長❸　各ステップでのポイントを体系的にカバー
　行政課題（ニーズ）や民間サービス（シーズ）の発見・分析、企画立案か
ら関係者調整、施策化にあたっての情報発信まで、官民連携に関する一
連の実務を細かくステップに分け、押さえておきたいポイントを体系的
にカバーしています。

　初めて官民連携に取り組む担当者の方をはじめ、新規事業や様々な関
係者との調整が必要な仕事をされている方々にとって、身につけている
と役立つノウハウをまとめたつもりです。
　本書が、少しでも皆さんの業務の一助になれば幸いです。

　2022年６月
 長井 伸晃
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「行政課題」×「民間サービス」のマッチング

　昨今、限られた人員・財源の中で、多様化・複雑化する行政課題や市
民ニーズに対応していくため、民間活力の積極的な導入による官民連携
の取組みが各地で行われています。
　官民連携とは、行政と民間事業者が協働して課題解決や公共サービス
の提供などを行うことをいいます。分野を問わず様々な行政分野に、民
間事業者が持つアイデアや技術、ノウハウを取り入れることで、市民サー
ビスの向上や事業効率のアップ、経済活性化、新たなビジネスの創出に
つなげることが目的です。
　その手法は、契約を結ぶものや協定を締結するものなど多種多様です。
これまで官民連携というと、公共施設等の建設・維持管理・運営などを
民間事業者の資金・技術・経営ノウハウを活用して行うPFI（Private 
Finance Initiative）といった手法を用いるイメージが強かったかもしれ
ませんが、中でも財政負担が少なく、どの分野でもスピード感を持って
取り組みやすいものが、行政と民間事業者との連携協定に基づいた事業
の協働実施です。
　本書では、官民連携をこの「連携協定に基づいた事業の協働実施」と定
義したうえで、取り組む際の手順やポイントについて、具体的に解説し
ます。
　官民連携を進めるにあたって、常に意識すべきことは、取り組むべき
行政課題（ニーズ）と、その課題を解決するために活用する民間サービス
（シーズ）のマッチングをいかに機能するものにできるかです。
　まず解決すべき行政課題を設定し、それに対応する最適な民間サービ

官民連携とは何か
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スを導入するというのが基本的なアプローチです。あるいは、民間事業
者が持つ特別な技術やノウハウ・仕組みを魅力的なシーズと捉え、行政
が抱える課題の中から解決につながりそうなものを抽出してマッチング
させるというアプローチもあります。その結果、ときには従来どこにも
なかった新たな課題解決パッケージが生み出されることがあります。
　このように、「行政課題（ニーズ）」×「民間サービス（シーズ）」のマッチ
ングにより、課題解決や新たな市民サービスの創出という価値を生み出
すことができる点が、官民連携の最大の醍醐味です。

行政だけでは解決できない課題を民間と共に解決する

　では、どのようにして機能するマッチングを生み出していくのか。
　手元にある限られた行政課題（ニーズ）と民間サービス（シーズ）を闇雲
にマッチングしようとしても、前に進むことはできません。
　豊富な情報（ファクト）とその情報に基づいた想像力を働かせ、行政だ
けでは解決できない課題に対し、民間サービスの活用が解決に向けて機
能する「スキーム」を描くという作業がその足掛かりとなります。スキー
ムとは、目標達成に向けた具体的な方法や枠組みのことをいいます。
　まずは、すべての基礎となる情報（ファクト）の収集です。分野やニー
ズ・シーズを問わず、好奇心を持ってインプットして、自分の「引き出し」
を増やしていくことが大切です。何がどこで、どのようにつながるかわ
かりません。SNSやセミナー、知人との意見交換などを通じてできる限
りインプットの量を増やすことで、アイデアの種が生まれてきます。

組織内外の力を借りる

　一方で、自分１人だけで考えたり、形にしようとしてもうまくはいき
ません。どれだけ情報収集したとしても、１人が持っている情報はたか
が知れていますし、想像力も限られています。そして何より憶測だけで
は何も進みません。
　庁内の各部署にいる、それぞれの分野に精通した職員の情報と想像力
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課題・背景― 緊急事態宣言による飲食店への深刻な影響

　2020年春、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による緊急事態宣
言を受け、外食する人が大幅に減る中、市内の飲食店やその就労者は大
きな影響を受けていました。また、学校の一斉休校により、保護者の家
事・育児負担の増大も懸念されていました。

実施内容― 割引サービスの費用助成

　外出自粛という状況の中で、飲食店・就労者・家庭の経済活動や生活
を維持する一助として、３か月間実施したのが、デリバリーサービス
「Uber Eats」を活用する際の負担の軽減につなげる支援です。
　具体的には、まず注文者がUber Eatsのアプリ内で受けられる割引（プ
ロモーションキャンペーン）について、通常時は対象飲食店が負担する
費用（注文１件あたり100 ～ 500円）を神戸市とUber Eatsが助成しまし
た。
　また、これまで市内６区（東灘区、灘区、中央区、兵庫区、長田区、
須磨区）だったサービス提供エリアを拡大し、北区、垂水区、西区でも「お
持ち帰り」（店頭でのテイクアウト）のサービスを開始するとともに、対
象飲食店のUber Eatsの「お持ち帰り」サービス利用にかかる手数料を約
４割減免することにしました。
　加えて、本事業をPRすることで、市内の就労者が配達パートナーと
いう働き方を検討する機会につなげることも企図しています。

「Uber Eats」との連携による
緊急事態宣言下における
飲食店・家庭支援

前例なし・予算あり
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効果― 利用者増により、昨年比・約２倍の売上げに

　この取組みは、飲食店・就労者・家庭それぞれに対し、次のメリット
をもたらすことを目指して企画したものでした。
・飲食店……売上げ減少分をデリバリーによる売上げ増で補てん
・就労者… …ライフスタイルにあわせて柔軟に働ける配達パートナーと

いう働き方を通じた収入の確保
・家庭……家事や家計の負担軽減、利便性・食卓のバリエーション向上
　支援策の発表後、20以上のテレビと新聞で取り上げられるなど、反
響は非常に大きく、市民や飲食店の方々からもたくさんの問い合わせが
ありました。
　「どのようなサービスなのか」「どうすれば新規店舗登録できるのか」
といった活用に前向きな問い合わせが多くある一方で、「デリバリー対
象外のエリアがあるのに、市として不公平な政策をするのはいかがなも
のか」とお叱りを受けることもありました。
　これに対しては、「まずはスピード感重視でできることから進めてお
り、今回の取組みだけで終わらせるつもりはない」旨を伝えたところ、

図表4 UberEatsとの連携による主な支援内容
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前例・予算の有無によって進め方や留意点が異なる

　前章で紹介したこれまで私が取り組んできた事例は、「他都市での前
例」あるいは「予算」の有無により、協定締結・実施に至るまでの進め方
や留意点が異なり、それに伴い難易度にも差があります。
　他都市での前例の有無によっては、取組みを発表・実施する際のイン
パクトが大きく変わってきます。やはり前例がない場合には「全国初」な
どと大きくメディアで取り扱われることもある一方、どのような反響が
あるのかがまったく読めないというリスクもあります。
　予算の有無によっては、大事な税金を使う以上、その金額に応じてしっ
かりとした説明責任を求められることになります。もちろん予算がない
場合でも、稼働のための人件費が生じるというコスト意識は忘れてはな
りません。
　こうしたことを踏まえ、官民連携について、他都市での前例・予算の
有無の組み合わせにより、４類型に分類し、それぞれの難易度を図表15
にまとめました。官民連携に取り組むにあたっては、まずこの４類型に
ついて、それぞれの特徴をつかむことから始めましょう。

前例あり・予算あり― 官民連携にはなじみにくい

　このパターンは、難易度を「中」としたものの、連携協定による事業の
協働実施が当てはまるケースはほとんどなく、実施するとすれば業務委
託の形をとるケースが多いのではないでしょうか。
　仮に、他都市において一定の効果が認められている有償の官民連携事

前例・予算の有無による
４類型を理解する01
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業を同様に実施するとすれば、それを参考に仕様書を作成し、委託事業
者を選定するための公募型プロポーザルを実施のうえ、業務委託を行う
というプロセスがスタンダードでしょう。
　連携協定による事業の協働実施のあり方としては、これまでその地域
になかった民間サービス、あるいはそのサービスを活用した取組みを試
行的にインストールする実証事業を行い、そこで課題解決や市民サービ
スの向上に資するかを検証するという形が基本です。
　そのうえで、目指すべき理想は、実証事業を通じてそのサービスを活
用した取組みを軌道に乗せるところまでを行政が伴走し、その後は民間
事業者が自走してユーザーを拡大していくかたちです。実証事業におい
て、一定の効果や市民の認知を得ることができれば、行政の予算や補助
金に頼ることなくサービスとして持続的に成り立つはずです。逆に、行
政の予算頼みになってしまうと、その予算が切れてしまった途端、サー
ビスが立ち行かなくなってしまう可能性もあります。
　連携協定による事業の協働実施のメリットは、前例のないことにもス
ピード感を持ってチャレンジし、その効果を体験・検証することができ
る点であるため、このパターンにはなじみにくいと考えられます。

図表15 他都市での前例・予算の有無の組み合わせによる４類型

（他都市での）前例
あり なし

予算

あ
り

難易度 :中
・ 協定ではなく、委託のケース
が多い？

・協定のメリット少ない

難易度 :中
・最もできることが多い
・ 連携先選定の説明責任が特に
求められる

な
し

難易度 :低
・ 前例をそのまま転用すること
ができる

・独自色を出せると good

難易度 :高
・ 企業側のリソース提供が最も
必要になる

・ 機動的に進められる一方、創
造的発想が求められる
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取材での課題（ニーズ）の捉え方

　本章からは、官民連携における実務の流れを具体的に解説します。
　あくまでイメージですが、官民連携事業のフェーズは、大きく４段階
に分けることができます（図表17）。このフェーズごとのポイントを順
に説明していきましょう。
　まずは「①取材」での課題（ニーズ）の捉え方やアプローチの仕方につ
いて説明します。

大きすぎる課題は
「分解」する01

SECTION

図表17 官民連携　実務の流れ（イメージ）

取材1

妄想
→ブレスト

2

関係者調整3

担当課確定
発表
実行

4

※この時点でできる・
できないかは気にしない企画・たたき案作成

行政としての認識 

庁内・市民からの相談
企業・サービスの
強みと仕組みの理解

課題（ニーズ） 民間サービス（シーズ）

巻き込み／通訳

庁内関係者 連携企業

施策化

予算／人員確保

ストーリーをうまくメディアに届ける
進捗管理と効果検証は重要

※ゼロ予算の場合もある

ストーリーづくり
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官民連携だけで、大きな課題は解決できない

　課題の規模や取り巻く問題は千差万別です。例えば、「空き家問題」と
一括りにいっても、空き家に至るまでの経緯など取り巻く問題は多種多
様で、解決する手法もそれぞれの問題に対応するものを用意する必要が
あります。その問題が発生するリスクを抑える手法もあれば、空き家に
なってしまったものを利活用する手法もあります。あるいは、手法を用
意しているにもかかわらず、周知が不十分で使われていない、という広
報的な問題があるかもしれません。
　このように、多様化・複雑化する行政課題を一括りにして１つの施策
で解決できるようなケースはほぼ皆無といえるでしょう。そこで必要な
作業として、課題の「分解」があります。簡易なイメージになりますが、
課題の分解の流れを図に表したのが、図表18です。
　取材を通じて得た事実をもとに、課題を構成する問題点を洗い出し、
細分化します。そして、それぞれの問題に対応する施策があるかどうか

図表18 課題の分解（イメージ）

対応策の検討

その手法の１つに 

「官民連携」がある

課題
（ニーズ）

問題点A

問題点B

問題点C

施策A

施策B

施策なし
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協定書を作成する目的と手順

　連携事業の内容もまとまり、いよいよ事業のスタート・発表ができる
ところまでやってきました。しかし、その前にもう一つ大切な実務・手
続きがあります。それが、連携協定書の作成と締結です。
　連携協定書とは、連携事業の実施に当たって必要な事項を定め、行政
とパートナーとなる民間企業の当事者間による合意のうえで締結する書
面です。
　この協定書が連携事業を実施する根拠となるため、事業をスタートす
る前に、当事者間の合意内容が明確に記載されているかを両者でしっか
り確認しましょう。
　協定書が作成されていない、あるいは協定書に不備があると、万が一
両者の間に認識のずれが生じていたときに「言った」「言わない」のトラ
ブルに発展しかねません。また、担当者が変わってしまった場合なども、
認識のずれが起きやすいですので、そういうときのためにも、十分協議
のうえで、明文化しておくことが重要となります。
　協定書の文言やフォーマットは、それぞれの組織のルールを確認し合
い、どちらかに決まったものがあればそれに合わせる形が良いと思いま
す。特に決まったものがなければ、行政側が協定書案を作成し、それを
パートナーとなる民間企業に確認してもらい、必要に応じて修正や変更
を加えてもらいます。そうした協議・認識合わせを重ね、双方の意見が
一致したところで、正式に各組織内で決裁を行います。
　決裁が完了したら、同じ内容の協定書を２部用意し、双方の代表者名
の記載・押印を行うことにより、協定が成立します。締結後は各自が１

連携協定書を作成し、
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部ずつ協定書を保有します。
　なお、協定書案の作成のタイミングとしては、最後にまとめて作成す
るよりも、連携事業の骨子がまとまってきた段階で、プレスリリース資
料とセットでたたき案を作成し、その後の協議内容に応じて修正・変更
していくことをおすすめします。そうすることで、当事者間の認識合わ
せをスムーズに行うことができるだけでなく、取組み内容と発表内容の
整合性をとりやすくなります。

協定書に盛り込むべき項目

　では、協定書に定める必要な事項とは、具体的にはどのようなものな
のでしょうか。盛り込んでおくべき項目について、一部例文もまじえな
がら解説していきます。なお、例文についてはあくまで参考です。協定
書の作成にあたっては、必要に応じて法規担当課などに相談してくださ
い。

①名称
　協定名は当事者間で自由に決めることができます。連携事業の目的を
コンパクトに表現した内容にするのがよいでしょう。

②目的
　連携して主に推進することや、それによりどのような結果につなげた
いのか、事業の目的を簡潔に記載します。

【例】
（目的）
第 １条　本協定は、甲（行政）及び乙（民間企業）による相互連携のもと、
○○（主に推進すること）等を図ることにより、■■（つなげたい結果）
することを目的とする。
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